
本書面と裏面をよくお読みください。本書面の1枚目はお客様控えです。大事に保管ください。2枚目をご返送ください。

講座受講契約書

２. 講座情報誌
・Risk Manager（後送）　毎月 15 日発行　1年間 12 回（雑誌 4冊 +web 版 8 回）

３. 支払い方法
・現金振込み
　　　みずほ銀行新宿西口支店　普通：4563018　名義：ベック株式会社
・クレジット契約（別紙クレジット契約によります）

※現金入金の場合、当契約書の授受およびお振込み確認、クレジット契約の場合、当契約書の授受およびクレジット契約の締結をもっ
て当受講契約の成立とさせていただきます。

４. 講座発行元
ジェイピーエヌ株式会社

５. クーリングオフおよび各協会の認定資格および認定講座の説明。（裏面表記を必ずお読み下さい。）

６.商品の発送

※以上、太枠内はお客様ご本人がご記入・押印ください。
※お客様個人情報は、アフターフォローの情報提供以外には使用いたしません。

リスクマネジメントに関する最新情報をメールマガジンとして発信しています。
ご希望の方は下記にメールアドレスをご記入ください。

お客様控

以上、契約にあたり各項目（表裏面）を確認、同意し当講座の受講契約をいたします。
年 　 　月  　　日

住所

生年月日　　　　年　　　　月　　　　日　　　ご署名 印

　契約締結後約２週間以内に商品発送いたします。
※商品お届け先 ・ご自宅 ・ご勤務先　　（いずれかを○でお囲みください）
※商品発送がご勤務先ご希望の場合は以下に発送先もご記入ください。

勤務先　〒 住所
会社名 部署名 TEL

現金ご契約の場合の振込み期日　（ 月 日予定　）

アフターフォロー及びメールマガジン用メールアドレス ＠

　私（弊社）は、上記協会の認定講座受講に関して、以下の項目を確認、同意した上で契約するものとします。

１. 契約講座および商品構成

全（　 　）巻
全（　　 ）巻
全（　　 ）巻
全（　　 ）巻

講 座 名 巻 数 数 量商 品 構 成

円
円
円
円
円

合計

金 額（税込）

2301

７. お申し込み、契約会社
一般財団法人リスクマネジメント協会認定研修機関

一般財団法人リスクマネジメント協会

印印

お客様相談室　TEL0120-501-407担当者名



クーリングオフのお知らせ
⑴本契約を締結された場合、お客様が本書面を受領した日を含み 8 日間は、書面又は電磁的記録（電子メール等）により無条件に売
買契約または役務提供契約の申し込みの撤回（当該契約が成立した場合は当該契約の解除）を行うこと（以下「クーリングオフ」という）
が出来ます。
またクーリングオフに関して不実告知による誤認や威迫され困惑してクーリングオフをしなかった場合は、改めてクーリングオフが
出来る旨の書面又は電磁的記録（電子メール等）を受領した日を含む８日間を経過するまではクーリングオフが出来ます。なお、営
業のためまたは営業として申し込む場合はクーリングオフが出来ません。
⑵クーリングオフの効力は、下記書面又は電磁的記録（電子メール等）を発信した時（郵便消印日付等）から生じます。
⑶下図のようにハガキ等に必要事項を記入の上、取扱販売店宛に郵送してください。（簡易書留扱いが確実です）

上図のカッコ内はわかる範囲でご記入ください。
⑷この場合、お申込者は、①損害賠償や違約金を支払う必要はなく、また商品の引き取りに要する費用は、取扱販売店が負担します。
②役務の提供を受けまたは施設を利用した場合でも、当該契約に基づく対価の支払義務はありませんし、すでに商品代金や代金の一

①
取
扱
販
売
店
名

②
取
扱
販
売
店
住
所

Global Standard License を目指す
リスクマネジメント協会 /RIMS日本支部認定リスクマネジャー資格および認定講座
リスクマネジメント協会 /RIMS 日本支部が発行する認定資格は、日本におけるリスクマネジメントの定
着を願う目的で設立されたリスクマネジメント協会と、世界最大のリスクマネジメント組織である米国
RIMS（Risk　and　Insurance　Management　Society）の日本支部が、企業リスクや財務リスク、内
部統制、コンプライアンス、医療・介護などそれぞれの専門分野で、独自のリスク管理の手法を学習し、厳
格な審査の上で、一定以上の能力を持ったと協会が認める方に対して与えられる権威ある資格で、当認定講
座は協会の資格ガイドラインに則って開発され、協会が認定したカリキュラムです。

　上記協会が認定する資格は協会が発行しているものであり、国家・公的資格ではありません。また協会は公的資格にするための活
動はいたしておりません。経済産業省・中小企業庁、厚生労働省、文部科学省などの各官公省庁、東京都庁、また日本商工会議所を
はじめとする全国商工会議所等の組織と当講座の関係もありません。また、協会は、各講座を推薦・紹介することはありませんが、
各資格の社会的認知度を高める為、鋭意努力しています。




